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ホルムズ危機後の世界の石油市場 

2026 年 9 月 8 日 

本稿は公開情報に基づいて、その整理と視覚化を行ったものであり、分析は暫定的なものである。今後随時更新をする。 

  

概要 

ホルムズ危機では、世界の石油需給が著しく逼迫することが懸念されたが、現時点では、懸念された世界規模の供給途絶は

回避されてきた。これを支えたのは、第一にホルムズ海峡を迂回するパイプライン輸送、第二に中国を含む主要国の備蓄・在

庫を背景とした輸入調整と世界規模での取崩し、第三にペルシャ湾内から海峡外までを往復するピストン輸送とフジャイラ沖

等での積替えである。日本でも、備蓄放出と米国等からの原油輸入増加に加えて、石油製品の輸出削減および在庫の取崩

しにより、石油製品の供給途絶を回避してきた。 

ただし、これまでの対応がそのまま継続できるとは限らない。世界および日本の備蓄・在庫には限りがある。今後、中東の物

流網や生産・搬出設備が大きく損なわれるならば、原油や石油製品の不足が数か月程度の期間にも顕在化しうる。本稿は、

これまでの石油供給を支えた要因と、その持続可能性を検討する。 

キーワード：ホルムズ海峡、バブ・エル・マンデブ海峡、石油備蓄、商業在庫、中国原油輸入、米国産原油、石油製品、石油化学、需要崩壊 
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要旨 

本稿は、2026 年のホルムズ危機に伴う世界および日本の石油需給の変化を、公開情報に基づいて検討する。危機発

生時には深刻な供給不足が懸念されたが、これまでのところ、需給の逼迫は当初懸念されたほどには深刻化していな

い。供給を支えた主な要因は、ホルムズ海峡を迂回するパイプライン輸送、世界各国の備蓄・在庫を利用した需給調整、

および海峡を通過するピストン輸送である。ただし、需要の減少や一部の地域・品目における供給制約は既に生じてお

り、需給が平常に復したわけではない。 

湾岸からの石油供給には、海峡を迂回する経路と、海峡を通過する経路がある。前者では、サウジアラビアの東西パ

イプラインと UAE のハブシャン―フジャイラ線が利用されてきた。後者では、タンカーがペルシャ湾内の積出港と海峡

外の海域を往復し、フジャイラ沖やソハール沖で外洋輸送を担うタンカーに原油を積み替える方式が拡大した。船舶追

跡等による推計は、この方式が日量数百万バレル規模の輸送を支えたことを示唆する。ただし、海峡通過を伴う以上、

今後、通航制限や船舶への攻撃による影響が起こり得ることは避けられない。 

備蓄・在庫も、供給減の影響を緩和した。世界の観測在庫は 2 月末から 7 月末までに 4 億 1,000 万バレル減少した。

中国の原油輸入は、1～2 月平均の 11.99 百万 b/d から 3～6 月平均の 9.02 百万 b/d へ、2.97 百万 b/d 減少した。こ

の輸入減には、製油所処理量の減少と、危機前に進めていた在庫積み増し等の縮小が寄与している。 

日本では、備蓄放出と米国等からの原油輸入増加に加えて、石油製品においては民間在庫の取崩しと輸出削減によ

って、国内向け供給が維持されてきた。これにより、4 月の原油輸入は 4.07 百万 kl に減少したが、製油所処理量 10.40

百万 kl を確保した。6 月には米国産原油の輸入が 3.245 百万 kl へ増加したことを筆頭に調達先の多様化も進んだ。 

石油化学製品については、広範な製品について生産量の減少が見られたが、国内向け出荷の減少には必ずしも直結

しなかった。PS では生産者在庫の取崩しが生産減を補った。PVC では輸出削減と生産者在庫の取崩しが生産減を補

った。その一方で、VCM や SM などでは国内向け出荷は減少した。このように、在庫と貿易による調整の効果は品目

によって異なるため、国内供給への影響は製品別に評価する必要がある。 
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今後についてであるが、備蓄・在庫の取り崩しは、もちろん長期にわたって継続できるものではない。今後、中東情勢が

悪化し、海峡通航に加えて、パイプライン、ポンプ場、積出港等の稼働が軍事的な威嚇によって妨げられるならば、石

油供給は大幅に減少しうる。 

日本について、6 月の製油所処理量を維持することを前提とした試算を行った。米国等の非中東からの調達量を維持

する一方で、中東情勢が悪化しホルムズ湾のパイプラインによる迂回と海峡通過の双方による原油受入れが途絶える

と仮定すると、原油の不足量は月 6.53 百万 kl に達する。この場合は 6 月末の原油備蓄量 42.39 百万 kl をすべて利用

できるとしても 6.5 か月しか持たないことになる。 

以上から、現在まで大規模な供給途絶を回避できたことだけをもって、今後の安定供給を見込むことはできない。世界

と日本の備蓄・在庫が減少するなかで、中東からの供給が再び大きく落ち込めば、今後数か月のうちに不足が顕在化

するおそれがある。 
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1. 目的・範囲・分析方法 

1.1 問題設定 

2026 年 2 月 28 日に始まった中東戦争は、産油国の生産設備に加え、石油輸送の要衝であるホルムズ海峡の機能を

著しく低下させた。2025 年に同海峡を通過した原油・石油製品は約 20 百万 b/d であり、世界の海上石油貿易の約

25%を占めた[1]。本危機による供給障害は、①湾岸原油の出荷停止、②石油製品、LPG およびナフサ等の供給減、③

タンカー、保険および航路の制約、④アジアの精製・石油化学設備における原料不足が重なる複合的なものである。 

本稿の目的は、この複合的な供給障害が世界および主要国の石油需給にどのように吸収されたかを、数量面から明ら

かにすることにある。 

日本の危機後の月次貿易には 9 桁品目コードを備える財務省貿易統計を用い、国際的な構造比較には HS6 桁の UN 

Comtrade を用いる。日本エネルギー経済研究所の 2026 年 7 月報告は、世界在庫、中国の原油輸入・消費および日

本の代替調達に関する補足資料として参照した[2]。  

1.2 対象期間とデータの切断日 

表 1 分析対象と利用統計 

対象 最新月 主な統計 

世界の原油・製品 2026 年 7 月 IEA OMR、EIA 

中国の原油 
2026 年 7 月 

（JODI は 6 月） 
中国海関、国家統計局、JODI 

日本の原油・製品・備蓄 2026 年 6 月 経済産業省、資源エネルギー庁、石油連盟 

日本のエチレン 2026 年 6 月 石油化学工業協会、財務省通関統計 

日本の主要樹脂・石化製品 2026 年 7 月 石油化学工業協会、VEC、財務省 

日本の国際貿易（石油・石化） 2026 年上期 財務省通関統計、UN Comtrade 

 

基礎統計の切断日は 2026 年 8 月 25 日とし、第 2 章および第 7 章の輸送動向等については 9 月 7 日までの情報を

補足する。日本の 7 月分石油統計速報は基礎集計に含めない。中国の 10 年比較には JODI の 2017 年 1 月～2026

年 6 月を使い、日本の原油・製品は 6 月まで、主要樹脂と主要石化製品は 7 月公表資料までを使用する。速報値は後

日改訂されうる。 また、IEA の供給量・在庫量は遡及改訂され、中国の衛星在庫推計は推計機関によって増減の方向

が異なる場合がある。単月値だけに依拠せず、複数月平均、複数資料および需給恒等式との整合性を確認する。 

1.3 単位換算：キロリットルとバレル 

バレルは容量単位であり、1 バレルは 158.987 リットルである。したがって 1kl＝6.28981 バレル、100 万 kl＝628.981 万

バレル（約 629 万バレル）となる。月量を日量へ直す場合、本稿は 1 か月を 365 日÷12 とし、100 万 kl/月を約 20.7 万

b/d とする。逆に 1 百万 b/d は約 4.84 百万 kl/月である。原油のトン換算は密度によって変わるため、油種別の換算

係数を使う。 中国の月次原油量については、密度差による誤差を避けるため、公表資料に換算値がある場合はその

値を優先した。 
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表 2 キロリットルとバレルの換算 

換算対象 換算値 

1 バレル 158.987 リットル 

1kl 6.28981 バレル 

100 万 kl 628.981 万バレル 

100 万 kl/月 約 20.7 万 b/d（平均月） 

1 百万 b/d 約 4.84 百万 kl/月（平均月） 

出所：U.S. EIA。計算は本稿[3]。 

1.4 統計の項目の処理について 

石油関連統計の項目の処理については以下のように行っている。 

世界 需要＝生産＋備蓄・在庫の取崩し。内訳を確認できる場合は、政府・戦略備蓄、義務備蓄、商業在庫、洋上

在庫を分ける。取崩しをプラスで表示する。 

中国 残差＝原油輸入＋国内原油生産－製油所処理。中国は在庫を公表しないため、残差を在庫増減の代理と

して使うが、統計範囲差も含む。 

日本の石油製品 国内販売＝生産＋輸入－輸出＋在庫の取崩し＋統計残差。輸出削減は国内販売にプラス寄

与する。 

石化 エチレン換算内需＝生産＋輸入－輸出。樹脂生産者統計では、国内出荷＝生産－輸出＋在庫の取崩し等

の残差として分解する。輸入品は別勘定である。 

1.5 「在庫」と「需要」の語義 

本稿では、政策目的で確保する石油を『備蓄』、企業が通常の操業・取引のために保有する石油を『商業在庫』と呼び

分ける。日本の『民間備蓄』は企業が保有するが、石油備蓄法に基づく義務備蓄であり、通常の商業在庫とは同一で

はない。統計上この内訳を分けられない場合に限り、『備蓄・在庫』と併記し、区別不能であることを注記する。中国の

需給残差や日本の『国家備蓄放出等』は実在庫を直接測った値ではないため、備蓄・在庫と断定しない。 

同様に、原油輸入量の減少は最終消費の減少を意味しない。輸入は、国内生産、製油所処理、在庫、製品輸出入の

組合せで決まる。とりわけ中国では、輸入減を『需要減』と呼ぶ報道と、ガソリン・軽油等の最終需要を指す分析を区別

する必要がある。 

 

本稿における「需要崩壊」は、景気後退や価格上昇に伴う通常の需要減少に加え、輸入途絶、製品不足、配給または

工場停止によって、潜在需要が存在しても物理的に供給されない強制的な需要削減（forced demand destruction）を含

む。したがって、需要崩壊は供給不足の解消を意味せず、供給制約の結果として実現需要が押し下げられた状態を指

す。 

表 3 在庫・備蓄に関する日本語と英語の対応 

日本語 英語 本稿での意味・注意 

在庫 stocks / inventories 貯蔵中の原油・製品の総称。政策備蓄と商業在庫を含みうる。 

商業在庫 commercial stocks / commercial inventories 企業が操業・取引のために保有する在庫。緊急時専用とは限らない。 

備蓄・緊急備蓄 emergency reserves / strategic stocks 供給危機への対応を目的とする政府保有または政府義務下の備蓄。 

国家備蓄 
government stocks / government-owned 

emergency stocks 
日本政府が保有し、JOGMEC が管理する石油備蓄。 

民間備蓄 
industry-obligated stocks / compulsory 

industry stocks 
日本の石油会社等に法定保有を求める備蓄。商業在庫と区別する。 
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日本語 英語 本稿での意味・注意 

産油国共同備蓄 joint stockpiling with producer countries 
産油国国営会社が日本国内に保有し、危機時に日本が優先供給を受ける枠

組み。 

戦略石油備蓄（米国） Strategic Petroleum Reserve (SPR) 米国政府の固有制度名。一般名詞の『戦略備蓄』と区別する。 

ストックパイル stockpile 
文脈により在庫全般または政策備蓄を指すため、原資料の保有主体を確認す

る。 

残差 balance residual / statistical discrepancy 需給式の差。実在庫の増減だけでなく統計範囲差・計上差を含みうる。 

出所：資源エネルギー庁『石油備蓄の現況』、IEA、EIA。本稿では、原資料が stocks の内訳を示さない場合、『備蓄・在庫（内訳不明）』と表記する[1][4][5]。 
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2. 世界の石油需給・在庫・貿易 

危機初期に懸念された大規模な供給途絶は、現時点では相当程度回避されてきた。供給を支えた主な要因は、海峡を

迂回する輸送、備蓄・在庫を利用した調整、海峡を通るピストン輸送である。以下では、それぞれの実績を確認する。 

2.1 危機前の供給余力と在庫 

危機直前の世界市場には供給余力が認められた。IEA によれば、供給量は 12 か月にわたり需要量を上回り、観測在

庫は約 82 億バレルに達していた。2026 年 2 月時点の通年見通しでは 3.7 百万 b/d の供給超過が見込まれ、中国も

低価格を利用して原油在庫を積み増していた[6]。この危機前の在庫蓄積により、3 月初めに海峡の機能が急低下した

後も、供給減と同規模の需要削減を直ちに実施する必要は生じなかった。 

2.2 中東の海上要衝と代替搬出経路 

図 1 に主要な海上要衝とパイプラインを示す。サウジ東西パイプラインは原油を紅海岸のヤンブーへ、UAE のハブシャ

ン―フジャイラ線はオマーン湾岸へ搬出し、ホルムズ海峡を地理的に迂回する。東西線は 2026 年第 1 四半期に最大

7 百万 b/d へ増送したが、EIA が説明する輸出向け配分は 5 百万 b/d、国内向けは 2 百万 b/d である[7][8]。能力、配

分、実際の積出し、危機前からの増分は同じ数値ではない。 

表 4 主要な搬出経路の規模と数量の定義 

経路・指標 数量・時点 数量の定義と制約 

ホルムズ海峡 約 19.9 百万 b/d（2025 年） 原油・コンデンセート約 15.0、製品約 4.9。危機前流量[9] 

サウジ東西線 最大通油 7.0 百万 b/d Q1 に到達。輸出向け 5.0・国内向け 2.0 の配分例[7][8] 

UAE・ADCOP 最大 1.8／平時約 1.1 百万 b/d 平時分を除く追加余地は約 0.7[9] 

ヤンブー／フジャイラ 3.8／1.7 百万 b/d（5 月） Kpler 積出し推計。合計をそのまま追加供給としない[10] 

海峡外 STS 約 9,000 万 bbl（5 月初め～6 月 11 日） 船舶容量等に基づく累計移送推計[11] 

通峡原油 6～8 百万 b/d（8 月 28 日報道） 取引関係者推計。STS だけの数量ではない[12] 

SUMED 管路能力 2.5 百万 b/d スエズ運河を通る船荷は別経路[13] 
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図 1 中東の主要海上要衝と湾岸原油の代替搬出経路 

出所：U.S. Energy Information Administration [14]。 

フジャイラはパイプラインの終点であると同時に、船舶間移送（STS）の受渡し海域でもある。同地で積み出されたという

事実だけでは、ホルムズ海峡を迂回した原油かどうかは分からない。原産地から受渡し地点までの経路を確認して区

別する。 
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2.3 ピストン輸送と海峡外での積替え 

湾岸産油国は、海峡を通る区間と外洋輸送を分担する方式を拡大した。湾内の積出港で積載したタンカーが海峡外ま

で往復し、フジャイラ沖やソハール沖で買い手側のタンカーへ船舶間移送（ship-to-ship transfer：STS）を行う。以下で

はこの往復輸送をシャトル輸送（ピストン輸送）と呼ぶ。危険区間を引き受ける船主・用船者と、長距離輸送を担う船主・

買い手の分担により、湾内へ入港しない買い手も湾岸原油を受け取ることができる。 

VLCC から VLCC への移送を含む個船事例が確認されている。Hafeet は 4 月に湾内で原油 200 万バレルを積載して

通峡し、フジャイラ沖で Olympic Luck へ移した[15]。また、5 月初めから 6 月 11 日までの衛星画像調査では、フジャイ

ラ・ソハール沖で 116 隻以上が関与し、原油・製品約 9,000 万バレルが移送された可能性が示された。後者は船舶容

量等に基づく推計であり、計量済みの移送実績ではない[11]。それでも、個別の例外にとどまらない規模への拡大を裏

付ける。 

 

図 2 危機下の輸送再編と需給調整の構造 

出所：IEA、Reuters、Bloomberg の公開資料を基に作成[6][11][12][15]。各要因の配置・幅は数量比率を示さない。 

この方式では、海峡を往復する船舶を外洋航海から切り離して再投入できる。一方、船腹、乗組員、保険、積替え海域、

防舷材・ホース、作業時間が必要となる。ソハールでは作業人員や海域の不足も報じられた[16]。輸送方式の工夫によ

って供給が増えても、海峡通航や湾岸設備への攻撃リスクはなくならない。 

2.4 世界の需要調整と備蓄・在庫の減少 

輸送経路の再編とともに、備蓄・在庫の利用が供給不足を補った。IEA 加盟国は 3 月 11 日に 4 億バレルの緊急放出

を決定し、5 月の放出は約 2.5 百万 b/d に達した[1][6]。世界の観測在庫は 2 月末から 7 月末までに 4 億 1,000 万バ

レル減少した[17]。政策的な放出量と観測在庫の減少量は対象範囲と計上時点が異なり、重複もありうるため、独立し

た供給増として合算しない。 

中国の輸入減は、国際市場からの購入必要量を大きく減らした。第 3 章に示すように、1～2 月平均から 3～6 月平均

への輸入減 2.97 百万 b/d には、製油所処理量の減少 1.95 百万 b/d と、在庫積み増し等を含む需給残差の縮小 1.03

百万 b/d が寄与した。5・6 月には在庫取崩しを示す外部推計もあるが、3～6 月平均の残差はなお正である。したがっ

て、中国の備蓄・在庫は輸入調整の重要な背景であるものの、輸入減全体を在庫取崩しと同一視することはできない。 
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表 5 世界需給を示す主要指標と比較基準（IEA・2026 年 8 月報） 

指標 数量 対象・比較基準 

世界石油供給 6 月 99.1 → 7 月 101.5 百万 b/d 6 月値は 7 月水準と前月差から算出 

世界石油需要 4.9 百万 b/d 減 第 2 四半期、前年同期比 

世界観測在庫 410 百万 bbl 減 2 月末～7 月末の純減 

うち 7 月の在庫減 69 百万 bbl 減 上記累計の内数 

湾岸域内輸出 7 月 15 百万 b/d 迂回経路を含む原油・製品の輸出 

 

注：需要の前年同期差と在庫の期間純減は基準が異なる。6 月供給は 7 月水準と前月差から算出。出所：IEA Oil Market Report, August 2026 [17]。 

2.5 輸送量の回復と観測上の限界 

8 月 28 日の報道では、ホルムズを通る原油は 6～8 百万 b/d との取引関係者推計が示された[12]。ただし、これは

STS だけの量ではなく、海峡外で積替えを待つ船荷も含みうる。湾内積載、通峡、積替え、最終的な域外搬出、輸入国

での着荷を区別しなければ、同じ原油を重複計上することになる。AIS を停止した船舶の存在も推計差を広げる。 

9 月 7 日の船舶追跡報道では、直近 10 日平均の通航は商品輸送船 10 隻／日へ減り、9 月 2 日以降は VLCC の外

向通航が確認されていない[18]。観測できない通航の余地は残るが、8 月末の回復量を 9 月初め以降も継続した実績

として扱うことはできない。経路再編が供給を回復させた事実と、その量を維持できるかという問題は分けて評価する

必要がある。 

2.6 石油製品の代替制約 

原油は油種差や製油所適合性があるものの、一定の代替が可能である。これに対し製品は規格、季節需要、精製装

置構成、在庫場所に制約される。7 月の世界製油所処理は 80.9 百万 b/d と前年同月を約 5 百万 b/d 下回り、海上製

品貿易は前年同月比 3.8 百万 b/d 減った。LOGISTICS TODAY も 5 月時点で危機の焦点が原油価格から軽油、ジェッ

ト燃料、ナフサ、石化原料の現物制約へ移ったと整理している[19]。 

 

2.7 米国の供給調整と輸出余力 

米国による代替供給は、国内増産のみで構成されたものではない。図 3 は、危機前後の原油の供給源と使途を同一

の数量尺度で示す。3～5 月平均の原油生産は 13.80 百万 b/d で、1～2 月平均から 0.29 百万 b/d 増加した。一方、原

油輸出は 4.13 百万 b/d から 5.12 百万 b/d へ 0.99 百万 b/d 増加した。この輸出増加には、生産増に加えて、危機前

の在庫積み増しの停止と危機後の商業在庫の取崩しが寄与している。 

原油と石油製品を合わせた輸出量は、同じ期間に 11.05 から 13.01 百万 b/d へ増え、輸入量は 8.17 から 7.89 へ減っ

た。米国は原油単体では純輸入国だが、製品と NGL を含む石油需給全体では純輸出国であり、危機時には輸出拡大

と在庫の取崩しを同時に進めた。 
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図 3 米国の原油フロー（危機前 1～2 月平均と危機後 3～5 月平均） 

出所：U.S. EIA, Petroleum Supply Monthly / Petroleum & Other Liquids Data [20]。 
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3. 中国の原油輸入、精製処理および在庫調整 

3.1 中国の供給調整能力 

中国は 2025 年、原油在庫を平均 1.1 百万 b/d 積み増し、12 月時点の戦略的性格を持つ在庫は約 14 億バレルに達し

たと EIA は推計する[4]。保管能力は政府備蓄約 3.6 億バレル、商業施設約 10 億バレルを含むとされる。戦争直前ま

で 12 百万 b/d 規模の輸入を維持していたため、輸入を急減させても製油所処理を直ちに同じ幅だけ落とす必要はな

かった。 

この構造は、中国が平時に安価な化石燃料を在庫として吸収し、危機時には国際市場からの輸入を急減できることを

意味する[21]。 

3.2 1～2 月平均と 3～6 月平均の要因分解 

中国の原油輸入は 1～2 月平均 11.99 百万 b/d から 3～6 月平均 9.02 百万 b/d へ 2.97 百万 b/d 減った。製油所処理

は 15.24 から 13.29 へ 1.95 減、国内生産は 4.44 から 4.43 へ 0.01 減、残差は+1.19 から+0.16 へ 1.03 縮小した。恒等

式上、輸入減の約 66%を製油所処理量の減少、約 35%を在庫積み増し等の縮小が説明する。3～6 月全体では残差が

なおプラスであり、原油在庫を純取り崩して危機前の国内供給を維持したとはいえない。 

 

図 4 中国の原油輸入減の要因分解（1～2 月平均→3～6 月平均） 

出所：中国国家統計局、中国海関、EIA、IEA。換算・期間加重平均は本稿。 

3.3 長期的な季節パターンとの比較 

JODI の同一定義で 2017 年以降の各年を重ねると、2026 年の輸入は 1～3 月には過去の上限圏にあったが、4 月

9.39、5 月 7.81、6 月 7.14 百万 b/d へ急落した。6 月は 2017～2026 年の月次系列で最低であり、通常の季節変動で

は説明できない。危機前に高水準の輸入を続け、在庫積み増し余力を確保していたことが、その後の急減を可能にし

た[22]。 
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図 5 中国の月次原油輸入（2017～2026 年の季節比較） 

出所：JODI Oil Database [22]。2026 年は 6 月まで。 

3.4 月次推移：在庫の取崩しは 5・6 月に集中 

表 6 中国の原油輸入と主な需給状況 

期間・月 
原油輸入 

百万 b/d 
主な需給状況 

1～2 月平均 11.99 高い処理量と在庫積増し 

3 月 11.77 着荷継続、Vortexa は在庫約 34 百万 bbl 増を推計 

4 月 9.36 処理量 54.65 百万 t、在庫はなお増加方向 

5 月 7.79 輸入が 10 年ぶり低水準、商業在庫の取崩し 

6 月 7.12 輸入さらに低下、IEA は在庫約 41 百万 bbl 減 

7 月 8.41 処理回復。 

 

3～6 月平均の残差が+0.16 百万 b/d であることは、この期間全体で原油在庫が純減したことを意味しない。3 月・4 月

の積み増しが 5 月・6 月の取崩しを相殺した。したがって、中国が輸入を 2.97 百万 b/d 減らしながら危機前と同じ国内

供給を維持したという理解は正確ではない。製油所処理量そのものが 1.95 百万 b/d 減り、在庫面の寄与は『取崩し』

よりも、危機前の大幅な積み増しが止まった効果として表れた。 

3.5 二つの比較値の定義 

図 4 の 1.95 百万 b/d は、危機前の 1～2 月平均と危機後の 3～6 月平均を比較した製油所処理量の差であり、前年

同期比ではない。製品別データを同一基準で比較できる 2026 年第 2 四半期の前年同期比では、製油所処理量の減

少は 1.60 百万 b/d となる。図 6 では、この製油所処理量の減少と、製品輸出およびガソリン・軽油の見掛け需要の変

化を対比する。 

3.6 製油所処理量減少の需給調整要因 

石油製品の輸出削減は、国内向け供給を確保する調整の一つであった。ガソリン、軽油および航空燃料の輸出は、第

2 四半期に前年同期比 0.48 百万 b/d 減少し、その分が国内向け供給に振り替えられた。見掛け需要はガソリンで 5%、
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軽油で 13%減少した。原油処理量と製品別の需要・輸出量は統計範囲が異なるため、これらを加算して原油処理量の

減少を分解することはできない[23]。 

 

図 6 中国の原油処理・燃料輸出・見掛け需要の変化（2026 年第 2 四半期、前年同期比） 

中国は原油在庫だけでなく製品在庫も公表していない。したがって、国内で供給制約が表面化しなかった理由を『製品

在庫の取崩し』だけに求めることはできない。輸出規制による国内向け供給の確保、ガソリン・軽油需要の低下、製油

所処理量の削減が同時に働いたと読むのが妥当である。製品在庫の取崩しが寄与した可能性はあるが、その数量を

独立には確認できない[23]。 

中国の危機対応には、危機前に積み増した原油在庫を背景とする輸入削減、製油所処理量と製品輸出の削減、ガソリ

ン・軽油の見掛け需要減少という三つの調整が認められる。製品在庫の取崩しが寄与した可能性はあるものの、独立

した数量としては確認できない。これらを混同すれば、最終需要の減少または在庫の寄与を過大に評価することになる。 

3.7 石化では製油所処理量だけでは需給を説明できない 

中国のエチレン生産は 6 月 337 万トンと前年同月比 5.5%増で、原油処理の同 17.7%減と逆方向に動いた[24]。中国に

はナフサクラッカーだけでなく、エタン分解、石炭由来オレフィン、メタノール・トゥ・オレフィンがあるためである。ポリエチ

レンやポリプロピレンの需給を原油輸入・製油所処理だけからは推定できない。これは、日本や韓国のナフサ依存型石

化との重要な違いである。 
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4. 日本の備蓄放出と原油輸入先の転換 

4.1 原油輸入は 4 月に 1962 年以来の低水準 

日本の原油輸入は 2 月 11.77 百万 kl から 3 月 10.39、4 月 4.07 へ急減した。4 月は前年同月比 65.7%減で、1962 年

11 月以来の低水準である。一方、製油所処理は 2 月 11.71、3 月 11.11、4 月 10.40 百万 kl と、輸入ほど急速には減少

しなかった。備蓄と既存在庫が時間差を埋めたためである。 

表 7 日本の原油・石油製品需給と備蓄日数 

月 
原油輸入 

百万 kl 
中東比率 

% 
原油処理 

百万 kl 
製品国内販売 

百万 kl 
備蓄日数 

2 月 11.77 94.2 11.71 11.35 243 

3 月 10.39 95.9 11.11 11.27 233 

4 月 4.07 87.6 10.40 9.74 210 

5 月 7.29 73.9 10.98 9.73 204 

6 月 10.03 62.3 10.35 9.61 203 

 

出所：石油連盟『原油バランス』『石油製品バランス』『石油備蓄日数』、経済産業省。 
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4.2 危機前の 1～2 月平均：原油・石油製品の需給バランス 

危機直前の 2026 年 1～2 月平均では、原油輸入 11.95 百万 kl/月に国内生産 0.03 と原油在庫の取崩し 0.67 を加え、

非精製用出荷と統計差を調整して、製油所処理 12.56 百万 kl/月を確保していた。燃料油製品は、国内生産 12.26、輸

入 2.10、在庫取崩し 0.43 から輸出 2.86 を差し引き、その他・統計差 0.10 を加えて、国内販売 12.03 百万 kl/月となる。

図 7 は原油と燃料油製品の総量、図 8 は製品別の内訳を同じ需給恒等式で示す。 

 

図 7 ホルムズ危機前の日本の原油・石油製品需給（2026 年 1～2 月平均） 

出所：石油連盟『原油バランス』『石油製品バランス』。計算は本稿。 

燃料油輸出 2.86 百万 kl/月は、国内販売と輸出の合計の 19.2%に当たる。もっとも、石油連盟の輸出にはボンド輸出、

すなわち国際航空機・外航船向けの保税供給が含まれる。とくにジェット燃料と B・C 重油ではこの要素が大きく、すべ

てを通常の海外向け貨物とみなすことはできない。一方、ガソリンは月 0.62 百万 kl、軽油は 0.75 百万 kl で、財務省貿

易統計でも海外向け貨物が確認できる。 
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図 8 ホルムズ危機前の日本の製品別国内供給の要因分解（2026 年 1～2 月平均） 

出所：石油連盟『石油製品バランス』。計算は本稿。 

表 8 ホルムズ危機前の日本の燃料油製品需給バランス（2026 年 1～2 月平均） 

品目 国内生産 輸入 
製品在庫の取

崩し 

（▲積増し） 
輸出 

その他・ 

統計差 
国内販売 輸出比率 

ガソリン 3.78 0.20 ▲0.09 0.62 0.05 3.32 15.8% 

ナフサ 1.29 1.42 0.12 0.04 -0.02 2.76 1.4% 

ジェット燃料 0.93 0.03 0.01 0.62 0.00 0.37 62.7% 

灯油 1.21 0.36 0.33 0.04 0.02 1.88 2.1% 

軽油 3.07 0.05 0.04 0.75 0.02 2.44 23.4% 

A 重油 0.88 0.01 0.05 0.01 -0.01 0.93 0.6% 

B・C 重油 1.10 0.03 ▲0.02 0.80 0.04 0.34 69.8% 

燃料油計 12.26 2.10 0.43 2.86 0.10 12.03 19.2% 

注：単位は 100 万 kl/月。在庫は正が取崩し、負が積み増し。国内販売＝国内生産＋輸入＋在庫取崩し－輸出＋その他・統計差。輸出比率＝輸出÷（国内

販売＋輸出）。石油連盟の輸出にはボンド輸出を含む。 

日本の石油製品輸出が一定の規模に達した背景には、国内石油需要の長期的減少と、製油所が原油から複数の製

品を連産するという技術的特性がある。国内需要は 1999 年度のピークから 2024 年度までに 3 割以上減少し、今後も

年平均約 2%の減少が見込まれている[25]。精製能力は統廃合により縮小したものの、個々の製品生産量をそれぞれ
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の国内需要に完全に一致させることはできない。製油所の稼働規模を維持すれば、国内需要を上回るジェット燃料、軽

油、重油およびガソリンが生じるため、海外向け輸出と国際航空・船舶向けのボンド供給が需給調整手段となる。した

がって、輸出量の大きさは設備過剰のみを示すものではなく、需要減少、製品構成の不一致、装置の一体運転および

規模の経済を反映している。 

4.3 4 月の原油需給 

4 月の輸入 4.070 百万 kl と国内生産 0.028 百万 kl だけでは、製油所処理 10.402 百万 kl に届かない。民間原油在庫

の取崩し 0.643 百万 kl と、需給表から逆算した国家備蓄放出等 5.669 百万 kl を加えることで、製油所処理量を確保し

た。ただし、国家備蓄放出等にはその他受入や統計差が含まれるため、全量を国家備蓄の放出とはみなさない。 国家

備蓄放出等は、製油所処理＋非精製用出荷－輸入－国内生産－民間原油在庫の取崩し、によって逆算した。 

 

図 9 日本の 2026 年 4 月の原油需給 

出所：石油連盟『原油バランス』、経済産業省『資源・エネルギー統計』。 

4.4 輸入先の変更 

2 月の輸入 11.77 百万 kl のうち中東は 11.09、米国は 0.46、その他非中東は 0.22 だった。6 月には中東 6.25、米国

3.25、その他非中東 0.54 へ変化した。中東減 4.84 に対し、米国増 2.79 とその他増 0.32 が補った。LOGISTICS TODAY

の港湾統計でも 4 月の四日市港は中東輸入減と北米増が同時に確認できる[26]。 
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図 10 日本の原油輸入先の変化（2026 年 2 月→6 月、100 万 kl） 

出所：財務省貿易統計、石油連盟、JETRO。 

4.4.1 米国産原油の油種構成 

経済産業省『石油輸入調査』の油種別明細によると、2026 年 6 月の米国産原油 3.245 百万 kl は、WTI Midland 2.487、

WTL 0.270、Windy Ridge コンデンセート 0.052、Mars（米国メキシコ湾産の中質サワー原油）0.315、Alaska North Slope

（ANS、アラスカ産の中質サワー原油）0.122 であった。軽質・コンデンセートが 2.809 百万 kl、86.6%、中質が 0.436、

13.4%で、重質原油は含まれていない[27]。 代表的性状は、WTI Midland が API 36～44 度・硫黄分 0.45%以下、WTL が

API 44.1～49.9 度、Mars が API 28.4 度・硫黄分 2.17%、ANS が API 32.3 度・硫黄分 1.04%である。これらは代表的なア

ッセイであり、個別カーゴでは変動する。 
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図 11 日本の米国産原油輸入の油種別・品質別内訳（2026 年 6 月） 

4.4.2 米国産原油の輸送ルート 

2026 年 6 月の米国産原油のうち、WTI Midland、WTL、Windy Ridge、Mars の合計 3.124 百万 kl、96.2%は米国湾岸系で

あり、Alaska North Slope は 0.122 百万 kl、3.8%だった。税関統計は実際の航跡を記録しないが、VLCC は通常パナマ

運河を通れないため、米国湾岸から大西洋へ出て喜望峰を回り、インド洋・マラッカ海峡を経て日本へ向かう経路が主

力と推定できる。EIA も米国湾岸・大西洋岸から東アジアへ向かう原油の大半が喜望峰回りであると整理している[14]。 

パナマ運河は Aframax や一部の Suezmax を使う補助経路で、2026 年 3 月には緊急的な利用が再開したが、喫水制

限、部分積載、運河料金により主力になりにくい[28]。アラスカのバルディーズから日本へは北太平洋を直航し約 12 日

で到着できるが、6 月の数量は小さい[29]。したがって、対米調達を増やすほど平均航海日数とタンカー占有日数が増

え、名目契約量と実際の月間到着量の差を管理する必要がある。 
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図 12 米国産原油の対日輸送ルート 

出所：財務省、EIA、Reuters、U.S. Department of Commerce [14][28][29]。航路は本稿推定。 

4.4.3 日本の製油所で生じた制約 

日本の製油所は、アラビアン・ライトなど中東産の中質サワー原油を中心に処理する装置構成と製品計画を持つ。WTI 

Midland や WTL は軽質・低硫黄で脱硫負荷を下げる一方、同じ処理量でも LPG、ナフサ、ガソリンの比率が上がり、軽

油、ジェット燃料、重油の歩留まりが下がりやすい。軽質原油を急増させると、常圧蒸留装置の軽質留分処理、タンク、

製品規格、下流装置の能力が制約になる。日本の精製各社は WTI Midland に Mars や ANS を混合し、原油性状を中

東産に近づけながら既存設備の範囲で処理した[30][31][32]。 

重大な装置事故が相次いだとの報告はない。他方、運転上の制約は確認されている。4 月の製油所稼働率は 67.8%で、

危機前の 80%超を下回った。代替原油の到着までの稼働調整、油種ごとの処理試験、混合比率の調整および製品歩

留まりの変化が制約となった[30]。したがって、6 月に米国産原油の輸入を拡大できたことは物流面での適応を示すが、

米国産原油が同量の中東産原油と完全に互換的であったことを意味しない。 

4.4.4 米国の中質・重質油と軽油市場の逼迫 

日本の 6 月輸入に重質原油はなく、Mars と ANS も中質サワー油である。したがって、日本が米国重質油を大量に引き

抜いたため米国の軽油価格が上がった、という因果関係は確認できない。ただし、ホルムズ危機で中東の中質・重質

サワー油が減ったため、Mars など米国湾岸油種の価格は急上昇した。米国製油所の多くも中質・重質油を使って軽油

を増産するため、同種原油の国際的な競合は強まっている[33]。 

米国の軽油逼迫の主因は、世界の製油所停止、ロシア・中東からの製品輸出減、米国の強い製品輸出、低い中間留

分在庫である。8 月 7 日の米国中間留分在庫は 107.1 百万バレルで、同時期として 1996 年以来の低水準となり、軽油

の精製マージンは一時 102.20 ドル/b に達した[34]。EIA は 2026 年の米国小売軽油価格を平均 4.85 ドル/ガロンと見

込み、商業原油在庫も年末まで直近 5 年の最低範囲を下回ると予測する[35]。中質・重質サワー油の不足はこの逼迫

を増幅するが、より根本的な制約は世界の精製能力と製品在庫である。 
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4.5 備蓄の内訳別増減 

石油備蓄法ベースの製品換算備蓄総量は 2 月末 68.62 百万 kl から 6 月末 57.23 へ 11.39 減った。図 13 は、2 月末の

総備蓄を起点に、国家備蓄、民間備蓄、産油国共同備蓄の純増減を順に反映して 6 月末残高へ到達する要因分解図

である。LOGISTICS TODAY が指摘した通り、備蓄日数は基地から製油所・需要地までの払出能力と同義ではない

[36]。この製品換算量は、原油の実物保有量とは異なる。 

 

図 13 日本の備蓄総量の要因分解（製品換算、2026 年 2 月末→6 月末） 

出所：資源エネルギー庁『石油備蓄の現況』、石油連盟『石油備蓄日数』。 

4.6 初期対応の効果と持続可能性 

4 月の輸入急減が直ちに製油所の停止や製品不足に直結しなかった点で、備蓄政策は機能した。しかし備蓄日数は

243 日から 203 日へ 40 日減り、国家備蓄と共同備蓄の残量も大きく減った。同規模の供給途絶が再び起きた場合、同

じ速度で放出を続けられる期間は短くなる。輸入先の多角化にも、航海日数、運賃、油種適合性、長期契約という制約

がある。 
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5. 石油製品の供給制約 

5.1 世界的な中間留分不足 

危機は湾岸原油だけでなく、軽油、ジェット燃料、LPG、石化原料の輸出を同時に減らした。世界の海上石油製品貿易

は 7 月に前年同月比 3.8 百万 b/d 減り、ロシア・中東・アジアからの輸出では軽油が 1.3、ジェット燃料が 0.67 百万 b/d

減少した[17]。原油が別ルートで届いても、製油所の装置構成、製品規格、在庫場所が合わなければ不足は解消しな

い。 

米国、欧州、ナイジェリアの製油所はジェット燃料増産で対応した。米国は 2025 年 4 月のジェット燃料純輸入から 2026

年初めに純輸出へ転じ、西アフリカのジェット燃料輸出は直前 3 か月平均のほぼ 2 倍となった[6]。これは原油貿易の

組み替えに加え、精製歩留まりを変える『製品側の再編』である。 

5.2 日本の燃料油需給における輸出削減の寄与 

日本の燃料油生産は 1～2 月平均 12.26 百万 kl/月から 3～6 月平均 10.33 へ 1.94 減った。輸入も 2.10 から 1.75 へ

0.35 減ったが、輸出が 2.86 から 1.74 へ 1.12 減り、生産減の約 58%を国内向けへ振り替えた。このため国内販売は

12.03 から 10.09 への減少にとどまった。灯油の大幅減には冬から春への季節性が強い。 各期間の生産、輸入、輸出

および国内販売は単純月平均である。在庫・残差寄与は、国内販売＋輸出－生産－輸入、によって求め、正値を在庫

の取崩し等、負値を在庫積み増し等として表示したが、統計差も含む。 

 

図 14 日本の主要石油製品：国内販売変化の要因分解（1～2 月平均→3～6 月平均） 

出所：石油連盟『石油製品バランス』（2026 年 8 月 10 日更新）。 

表 9 日本の主要石油製品の国内販売変化の要因 

品目 国内販売変化 生産寄与 輸入寄与 輸出寄与 
製品在庫・統計残差寄

与 

（未分離） 

ガソリン +0.114 ▲0.502 +0.074 +0.415 +0.127 

ナフサ ▲0.628 ▲0.346 ▲0.108 +0.027 ▲0.201 

ジェット +0.005 +0.104 ▲0.029 ▲0.026 ▲0.044 

軽油 +0.065 ▲0.364 +0.033 +0.508 ▲0.112 

燃料油計 ▲1.942 ▲1.935 ▲0.348 +1.124 ▲0.783 
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単位：100 万 kl/月。浮動棒は、国内販売の変化に対する生産・輸入・輸出・在庫等の寄与を示す。『在庫の取崩し・残差』は需給恒等式を満たす在庫増減・統

計差を含む。 

5.3 日本のガソリン輸出の規模と危機後の調整 

石油連盟の需給表によれば、危機前 1～2 月のガソリン輸出は平均 0.620 百万 kl/月で、生産 3.783 の 16.4%に相当し

た。3～6 月には輸出が 0.205 へ 0.415 減り、輸入は 0.199 から 0.273 へ 0.074 増えた。生産が 0.502 減ったにもかかわ

らず国内販売が 0.114 増えたのは、輸出削減が生産減の 83%を国内供給に回したためである。 

財務省貿易統計でも、2026 年上期の揮発油（HS 271012110：ピストン式内燃機関燃料用、同 190：その他）の輸出量は

2.166 百万 kl だった。石油連盟需給表のガソリン輸出 2.061 百万 kl との差は 0.105 百万 kl、5.1%である。 

通関上の主な仕向地は韓国 0.972、シンガポール 0.711、フィリピン 0.217、バングラデシュ 0.095、マレーシア 0.079 百

万 kl で、韓国とシンガポールだけで 77.7%を占めた。自動車燃料用の HS 271012110 だけでも 1.665 百万 kl に達する。 

 

図 15 日本のガソリン国内販売の変動要因と輸出先 

出所：石油連盟『石油製品バランス』、財務省『貿易統計』データダウンロード、輸出統計品目表・国コード表 [37][38][39]。 

5.4 中国からの製品輸入による国内生産代替 

狭義の『石油製品』をガソリン、ジェット燃料、灯油、軽油とすると、2026 年上期の中国からの輸入は、自動車ガソリンは

ゼロで、ジェット燃料は前年同期 600 から 319 千 kl、その他灯油は 729 から 414、軽油は 18.8 から 1.4 へ減った。5 品

目合計の中国品は 1.349 から 0.735 百万 kl へ 45.5%減少した。 
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図 16 中国から日本への完成燃料輸入減の品目別要因分解（2025 年上期→2026 年上期） 

出所：財務省『貿易統計』。HS 271012137、271012139、271019143、271019149、271019159 [37][38]。 

表 10 中国から日本への完成燃料・石化製品輸入 

品目 中国→日本 2025 上期→2026 上期 評価 段階 

自動車ガソリン 0.0→0.0 千 kl 中国品はゼロ 完成燃料 

ジェット燃料 600.4→319.0 千 kl ▲46.9% 完成燃料 

その他灯油 729.2→414.1 千 kl ▲43.2% 完成燃料 

現物エチレン 0.0→32.8 千 t 危機後に新規流入 石化中間体 

LDPE・LLDPE 0.7→4.5 千 t +3.8 千 t 樹脂 

HDPE 0.6→5.5 千 t +4.9 千 t 樹脂 

PP 19.2→34.8 千 t +15.6 千 t 樹脂 

注：石化は重量、燃料は容量であり合算しない。LDPE・LLDPE は HS 390110+390140、PP は HS 390210+390230。 

5.5 ナフサは輸入品であると同時に国内精製品 

ナフサの国内販売は、1～2 月平均の 2.759 百万 kl/月から 3～6 月平均の 2.131 百万 kl/月へ 22.8%減少した。内訳は、

国内生産の減少 0.346 百万 kl/月、輸入の減少 0.108 百万 kl/月、輸出削減の寄与 0.027 百万 kl/月、在庫・統計残差

のマイナス寄与 0.201 百万 kl/月である。原油備蓄の放出は、ナフサ供給を直接には代替しない。国内でのナフサ生産

と輸入ナフサが同時に減少したため、二重の供給制約が生じた[40]。 

ナフサは最終消費者に直接販売される燃料ではなく、エチレン、プロピレンおよび芳香族の主要原料である。このため、

ナフサ供給減の影響は、化学品生産、樹脂在庫、輸出入および包装材価格を通じて段階的に波及する。次節では、こ

の波及経路を数量的に検討する。 
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6. ナフサ・エチレン・主要石油化学製品への波及 

6.1 エチレン需給における輸入増と輸出削減 

日本のエチレン生産は 1～2 月平均 383.9 千トン/月から 3～6 月平均 292.6 へ 91.3、23.8%減った。エチレン換算輸入

は 65.1 から 93.6 へ 28.5 増え、輸出は 148.4 から 103.6 へ 44.8 減った。この結果、見かけ内需の低下は 300.6 から

282.5 へ 18.0 千トン、6.0%に抑えられた。 ここでいうエチレン換算輸出入は、誘導品の輸出入をエチレン量に換算したも

ので、現物エチレン貿易とは一致しない。本文 6.4 に示す中国からの現物エチレン 8.2 千トン/月は、エチレン換算輸入

93.6 千トン/月の内数となり得るが、統計対象は異なる。 

 

図 17 日本のエチレン換算内需の変化（1～2 月平均→3～6 月平均） 

出所：石油化学工業協会『エチレン換算輸出入バランス推移』。内需は実在庫を含まない見かけ値。 

表 11 日本のエチレン換算需給 

月 
生産 

千 t 
輸入 

千 t 
輸出 

千 t 
エチレン換算内需 

千 t 
内需前年比 

1 月 433.4 73.6 166.2 340.8 ▲9.1% 

2 月 334.3 56.5 130.5 260.3 ▲19.2% 

3 月 272.6 76.8 160.6 188.8 ▲42.9% 

4 月 283.4 113.7 94.8 302.3 ▲11.9% 

5 月 325.1 88.9 73.9 340.1 +7.2% 

6 月 289.1 94.9 85.1 298.9 +12.6% 

 

6.2 主要樹脂：樹脂生産者の製品在庫で国内出荷を補った 

低密度 PE（LDPE・LLDPE）は、包装フィルム、レジ袋・ごみ袋、食品ラップ、農業用フィルム、電線被覆など、柔軟性が

必要な用途が中心である。高密度 PE（HDPE）は、洗剤・日用品容器、キャップ、パイプ、コンテナ、硬質ボトルなどに使
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われる。ポリプロピレン（PP）は、食品容器、自動車部品、家電・日用品、繊維、不織布、医療用品など用途が広い。こ

のため供給不足は、包装、物流、衛生、自動車の各分野へ波及する。 

石油化学工業協会の統計における「樹脂生産者の製品在庫」は、LDPE、HDPE および PP を生産する石油化学事業者

が保有する製品在庫を指す。これは、石油精製事業者が保有する原油・燃料油在庫や、商社、成形加工業者および流

通段階の在庫とは異なる。以下では、この在庫を「樹脂生産者在庫」と表記する。3～6 月平均の国内出荷は危機前を

上回った一方、各樹脂の生産量は減少した。図 18 は、生産量、輸出量および樹脂生産者在庫の変化が国内出荷に及

ぼした寄与を示す。 図 18 の在庫取崩し寄与は、国内出荷－生産＋輸出、によって求めた残差であり、実在庫減のほ

か統計差を含む。樹脂生産者統計には輸入品の国内出荷が含まれないため、通関輸入量は別に示した。 

 

図 18 日本の主要樹脂：国内出荷変化の要因分解（1～2 月平均→3～6 月平均） 

出所：石油化学工業協会『4 樹脂生産・出荷・在庫実績』。輸入品は樹脂生産者統計の外にある。 

表 12 日本の主要樹脂の生産・国内出荷・生産者在庫 

樹脂 
国内出荷 

危機前→危機後 千 t/月 
生産 

危機前→危機後 千 t/月 
2 月末→6 月末 

樹脂生産者の製品在庫 千 t 
評価 

LDPE 86.0→93.2 91.2→81.7 369.4→304.9 在庫減 64.5、国内出荷+8.4% 

HDPE 43.1→46.5 45.6→35.3 220.0→149.4 在庫減 70.6、国内出荷+8.0% 

PP 150.7→159.1 163.0→134.4 565.8→449.0 在庫減 116.8、国内出荷+5.6% 

 

中国などからの樹脂輸入は明確に増えた。2025 年上期から 2026 年上期に、全世界からの LDPE・LLDPE 輸入は

207.0 から 220.5 千トン、HDPE は 100.6 から 118.0、PP は 214.7 から 243.4 へ増えた。うち中国品はそれぞれ 0.7→4.5、

0.6→5.5、19.2→34.8 千トンである。ただし、輸入増が補った国内生産減は 15～19%程度であり、数量面では樹脂生産

者（石油化学事業者）の製品在庫の取崩しの方が大きかった。 

6.3 PE・PP 以外の主要石油化学製品 

2026 年上期の生産減は PE・PP に限られない。ポリスチレン（PS）は前年同期比 5%減、塩化ビニル樹脂（PVC）は 15%

減、スチレンモノマー（SM）は 13%減、塩化ビニルモノマー（VCM）は 8%減だった。基礎原料でもエチレンオキサイド 24%

減、エチレングリコール 11%減、ベンゼン 13%減、トルエン 16%減、キシレン 8%減で、アクリロニトリルの 4%増を除き、主

要系列の生産は広範囲に縮小した[41]。ただし図 19 は 2025 年上期との比較であり、危機前からの定期修理や構造

的な減産も含む。危機後の調整を識別するため、図 20～図 22 では 2026 年 1～2 月平均と 3～6 月平均を比較する。 
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PS は食品容器、包装トレー、家電筐体、断熱材に、PVC は上下水道管、電線被覆、窓枠、床材に使われる。ABS 樹脂

は自動車部品や家電・電子機器の筐体、PET は飲料ボトル、フィルム、繊維が主要用途である。したがって、石化の供

給制約は包装だけでなく、建設、インフラ、自動車、電機にも波及する。ABS は上期輸入が 20.3 から 24.1 千トンへ増え

たが輸出も 35.1 から 42.4 千トンへ増え、輸入だけで国内供給を説明できない。PET は同じ範囲の月次生産・生産者在

庫統計がそろわないため、本稿の数量要因分解から除外した。 

 

図 19 PE・PP 以外の主要石油化学製品の生産変化（2026 年上期） 

国内向け出荷を月次で公表する 5 品目では、供給調整の仕組みが分かれる。PS の国内向け出荷は 39.4 から 43.0 千

トン/月へ 9.0%増え、生産者在庫の取崩し寄与 4.9 が生産減を補った。PVC も 63.6 から 69.4 へ 9.1%増え、生産減 29.8

に対して、輸出削減 17.4 と生産者在庫の取崩し 18.2 が主要な代替供給となった。SM は生産減 11.5 の大半を輸出削

減 10.4 で吸収したが、在庫はむしろ積み増され、国内向け出荷は 4.9%減った。VCM は輸出削減だけでは生産減を補

えず、国内向け出荷が 24.3%減った。MMA モノマーは生産者在庫の取崩しが生産減をほぼ補い、国内向け出荷の低

下は 4.9%にとどまった[42][43][44][45][46]。 
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図 20 主要 5 品目の国内向け出荷変化の要因分解（1～2 月平均→3～6 月平均） 

出所：石油化学工業協会、塩ビ工業・環境協会、日本スチレン工業会 [42][43][44][45][46]。国内向け出荷は国内生産者の出荷であり、輸入品を含まない。 

エチレンオキサイド、エチレングリコール、アセトアルデヒド、アクリロニトリル、SBR、BR、ベンゼン、トルエン、キシレン

について、経済産業省の生産動態統計は生産、受入、自家消費、販売、生産者在庫を公表する。このため生産者販売

の要因分解は可能であるが、販売の国内向け・輸出別と輸入量を同じ統計範囲で分けられない。図 21・図 22 は全国

の国内供給量ではなく、国内生産者の販売数量を示す。この限界を明示した上で、在庫が販売を支えたかを確認する

[47]。 
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図 21 含酸素製品・アクリロニトリルの生産者販売変化の要因分解（1～2 月平均→3～6 月平均） 

EO と EG は、図 19 の上期前年同期比では減産だったが、危機前後の比較では生産が増え、生産者販売もほぼ維持

された。したがって上期の前年同期比減少を、そのまま 3 月以降の供給減と読むことはできない。アセトアルデヒドは生

産減を自家消費の減少等で吸収して販売の低下を 4.1%に抑え、アクリロニトリルは生産者在庫の取崩しによって販売

を維持した。 
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図 22 合成ゴム・芳香族の生産者販売変化の要因分解（1～2 月平均→3～6 月平均） 

SBR では、生産者在庫の取崩しが生産減の約 6 割を補ったものの、販売量は 6.3%減少した。BR、トルエンおよびキシ

レンでは、在庫変動が積み増し方向に作用し、販売減を緩和しなかった。ベンゼンとキシレンでは、自家消費やその他

出荷の減少が生産減の一部を吸収したが、販売量はそれぞれ 13.3%、18.6%減少した。したがって、図 19 に示した広範

な生産減に対し、在庫がすべての品目で同様の緩衝機能を果たしたとは認められない。 
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表 13 主要石油化学製品の供給指標と生産者在庫の寄与（2026 年 1～2 月平均→3～6 月平均、千トン／月） 

品目 供給指標 1～2 月 3～6 月 変化率 
在庫取崩し寄

与 
判定 

PS 国内向け出荷 39.4 43.0 +9.0% +4.9 在庫取崩しで維持・増加 

PVC 国内向け出荷 63.6 69.4 +9.1% +18.2 輸出削減と在庫取崩しで増加 

SM 国内向け出荷 87.7 83.4 ▲4.9% ▲4.3 輸出削減で大半を吸収、在庫は積増し 

VCM 国内向け出荷 126.8 96.0 ▲24.3% +1.0 国内向けも大幅減 

MMA 国内向け出荷 8.6 8.2 ▲4.9% +2.2 在庫取崩しで減少を緩和 

EO 生産者販売 18.2 18.6 +2.3% ▲3.6 販売維持。危機後の生産は増加 

EG 生産者販売 16.0 16.3 +1.9% ▲2.7 販売維持。生産増と在庫積増しが相殺 

アセトアルデヒド 生産者販売 4.6 4.4 ▲4.1% ▲0.4 自家消費減等で生産減を吸収 

アクリロニトリル 生産者販売 15.2 15.5 +2.0% +0.6 在庫取崩しで販売維持 

SBR 生産者販売 25.1 23.5 ▲6.3% +2.1 在庫取崩しで減少を緩和 

BR 生産者販売 20.6 17.7 ▲14.0% ▲4.5 在庫積増しも販売を押下げ 

ベンゼン 生産者販売 148.3 128.6 ▲13.3% +1.5 自家消費減等で一部吸収 

トルエン 生産者販売 53.5 29.2 ▲45.4% ▲1.2 在庫による緩衝なし 

キシレン 生産者販売 142.0 115.6 ▲18.6% ▲9.2 自家消費減等で一部吸収、在庫は積増し 

注：在庫取崩し寄与がプラスなら、危機後の在庫取崩し増または積増し縮小が供給指標を押し上げた。マイナスなら、在庫取崩しの縮小または在庫積増しの

拡大が供給指標を押し下げた。生産者販売は国内向け・輸出を分離できず、輸入も含まないため、全国の国内供給量とは一致しない。 
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6.4 日本と中国の非対称性 

日本の石化はナフサ依存が強く、原油・ナフサ輸送の障害がエチレン生産へ直結した。中国はエタン、石炭、メタノール

由来のオレフィン供給を持ち、6 月の原油処理が前年同月比 17.7%減でもエチレン生産は 5.5%増だった[24]。2026 年 3

～6 月には中国から日本へ現物エチレン 32.8 千トンが流入し、2026 年上期の PP 輸入も前年同期比 15.6 千トン増え

た。中国の供給余力が日本の下流を部分的に補完した。 

6.5 原料から樹脂までの供給構造 

図 17～図 22 が示す通り、ナフサ販売とエチレン生産の減少は、輸入増、輸出削減、樹脂・石油化学品生産者の製品

在庫の取崩しによって下流ほど緩和された。ただし品目差は大きい。PS と PVC は国内向け出荷を維持・増加できた一

方、VCM、SM、合成ゴム、芳香族の一部では国内向け出荷または生産者販売も減った。 
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7. 湾岸紛争が長期化した場合の日本の耐久力・世界需要調整 

7.1 見通しの前提と限界 

2026 年 8 月 21 日の船舶追跡では、ホルムズ海峡を通過した商品船は 7 隻にとどまり、VLCC と LNG 船は確認されな

かった。バブ・エル・マンデブ海峡でも商品船は 23 隻で、VLCC と LNG 船はゼロだった[48]。ただし、これは単日の観測

であるうえに、観測漏れもあることは確実で、海峡通過による供給が継続的にゼロであったことを意味しない。第 2 章で

確認したピストン輸送を含め、以下では、通過供給が維持される場合と停止する場合を区別する。 

主要な短期見通しには、海峡機能の回復を前提とするものが多い。EIA の 2026 年 8 月短期見通しは、ホルムズの輸

送制約が 8 月まで続いた後、9 月から徐々に緩和すると想定し、バブ・エル・マンデブの脅威による追加の生産停止は

見込んでいない[49]。IEA は 8 月時点で合意が成立していないとしつつ、2027 年の供給回復を予測する[17]。したがっ

て、本稿で想定する両海峡の長期機能不全は、これらの中心予測より厳しいストレスシナリオである。 

表 14 主要海外機関の見通しと本稿のシナリオ設定 

機関・資料 主な前提 主要な結論 本稿への含意 

IEA OMR 

2026 年 8 月 [17] 
ホルムズ閉鎖が継続。合意は未成

立 
2026 年供給▲4.3 百万 b/d、需要▲1.6。戦

争後の在庫減 410 百万 bbl 
米州の増産 1.4 百万 b/d だけでは

湾岸損失を埋められない 

EIA STEO 

2026 年 8 月 [49] 
ホルムズは 9 月以降改善。バブの

追加停止なし 
需給・貿易は 2027 年初めに概ね正常化 両海峡停止は EIA の中心予測外 

Brookings 

2026 年 5 月 [50] 
ホルムズ原油 15 百万 b/d が大幅

減 
恒久的な代替 6.4 百万 b/d に対し、一時的

緩衝は 7 月半ばに枯渇 
備蓄は時間を買うが、恒久供給で

はない 

Oxford Energy Forum 

2026 年 5 月 [51] 
アジアの戦略・商業在庫を重視 

日本・中国・韓国等の在庫が初期衝撃を緩

和 
国別在庫の量と払出能力を分けて

評価 

S&P Global／BIMCO 

2026 年 5 月 [52] 
ホルムズ障害が 2026～27 年に継続 

原油タンカー需要は 2026 年に 11～13%減

る可能性 

遠回りは輸送距離を延ばすが、利

用できる原油量そのものは増やさ

ない 

これらの見通しに共通するのは、備蓄、洋上在庫、迂回パイプラインおよび米州産原油が危機初期の供給減を緩和し

たとの認識である。このうち備蓄・在庫は有限である一方、迂回パイプラインや域外の原油生産は、設備の稼働が維持

されれば継続的な供給源となりうる。Brookings は、固定量の緊急放出や洋上在庫を恒久的な供給力と区別し、一時的

な緩衝手段が枯渇した後には不足が非線形に拡大すると指摘する[50]。UNCTAD も、危機が長期化した場合、原油価

格のみならず、運賃、燃料費および保険料を通じて国際貿易全般に影響が及ぶと分析している[53]。 

7.2 東西パイプラインとスエズ・SUMED の停止：最悪シナリオ 

EIA によれば、ホルムズ経由の原油・石油製品は 2025 年第 4 四半期の 21.6 百万 b/d から 2026 年第 2 四半期に 4.9

へ減った一方、バブ・エル・マンデブ経由は 5.4 から 8.1 へ増えた[54]。サウジアラビアは東部の原油を東西パイプライ

ンで紅海岸のヤンブーへ移した。東西パイプラインは 2026 年第 1 四半期に最大 7.0 百万 b/d へ到達したが、これは通

油能力であって輸出可能量ではない。西岸製油所向け等を差し引いた輸出余力は概ね 5 百万 b/d、IEA がみる追加

余力は 3～5 百万 b/d である[7][9][55]。 

バブ・エル・マンデブ海峡を利用できない場合、ヤンブーから北上し、スエズ運河または SUMED パイプラインを経由し

て地中海側のシディ・ケリルへ搬出する経路が残る。満載 VLCC は喫水制約によりスエズ運河を通航できないため、

SUMED を用いて貨物の一部を陸送し、地中海側で再積載する必要がある。SUMED の管路能力は 2.5 百万 b/d、7 月

末のシディ・ケリル積出しは 1.4 百万 b/d、過去の週間最大は 2.1 百万 b/d であった[56]。したがって、東西パイプライ

ンの通油能力 7.0 百万 b/d を、スエズ経由の供給量として直接計上することはできない。この 2.5 百万 b/d は管路の

能力であり、貨物の一部を揚荷して運河を通過する船舶や、直接通航する船舶まで含めた北回り輸送全体の上限では

ない[13]。 
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最悪ケースでは、東西パイプライン、ポンプ場、ヤンブーのターミナル、SUMED、シディ・ケリルのいずれかが停止する。

東西パイプラインは 2026 年 4 月にも攻撃で通油量が約 0.7 百万 b/d 落ちた後に復旧しており、破壊リスクは仮想では

ない[57]。東西パイプラインが長期停止すれば、ヤンブーやシディ・ケリルに既に置かれた在庫を除き、サウジ東部から

紅海・地中海へ流す追加原油はゼロに近づく。以下の図表は、設備能力、実際の積出し量、日本への割当量を区別し

て示す。 

 

図 23 サウジ原油の迂回搬出：全量 SUMED 経由の参考ケース 

表 15 湾岸原油の迂回搬出に関わる設備能力と実績 

設備・経路 公称能力・観測値 値の性格 停止時の影響 

サウジ東西パイプライン 最大 7.0 百万 b/d 通油能力。西岸製油所向け等を含む 
サウジ東部からヤンブーへの追加搬出が停

止 

東西線の追加余力 3～5 百万 b/d IEA 推計。パイプラインによる追加迂回余力 ホルムズ迂回余力が縮小 

UAE ハブシャン―フジャイラ

線 
能力 1.8 百万 b/d 

余力約 0.7 百万 b/d 
ホルムズを迂回しインド洋へ直接搬出 UAE の海峡外輸出が縮小 

SUMED 2.5 百万 b/d 陸上管路の能力。運河通航による船荷は別 バブ停止時の北向き搬出が大幅縮小 

シディ・ケリル積出し 2026 年 7 月 1.4 百万 b/d 実績。設備能力ではない 地中海側の積出しが停止 

注：能力、追加余力、実績は異なる概念であり、単純に加算しない。出所：IEA、EIA、Saudi Aramco、Reuters [7][9][54][55][56]。 
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図 24 サウジ原油の迂回搬出上限：経路別の参考ケース 

表 16 サウジ東部からの迂回搬出に関する障害ケース 

ケー

ス 
東西パイプライン バブ・エル・マンデブ スエズ・SUMED 概算上限 日本への含意 

A 使用可能 使用可能 不要 約 5.0 百万 b/d バブ・エル・マンデブ経由。ただし世界で配分 

B 使用可能 停止 使用可能 
管路分は約 2.5

百万 b/d 
全量 SUMED 経由の参考ケース。直接・部分揚

荷通航は別 

C 使用可能 停止 停止 ほぼ 0 既存在庫を除き、地中海側からの追加供給なし 

D 停止 問わない 問わない ほぼ 0 サウジ東部原油を紅海へ移せない 

注：概算上限は設備面の比較で、実際の積出し量または日本への割当量ではない。ケース B の 2.5 百万 b/d は全量を SUMED 管路に通す場合の上限であり、

貨物の一部を揚荷して運河を通過する船舶や、運河を直接通航する船舶の輸送量は含めない。ホルムズ海峡を通過する供給も別である。 

7.3 米国産原油の代替可能性と制約 

日本の 2026 年 6 月の米国産原油輸入は 3.25 百万 kl（約 0.67 百万 b/d）で、同月の製油所処理 10.35 百万 kl の

31.4%を賄った。しかし、米国産原油のみで同一の処理量を維持するには約 2.14 百万 b/d が必要となり、米国の 3～5

月平均原油輸出 5.12 百万 b/d の約 42%を日本一国が受け取ることになる。アジア諸国との調達競争、積出港の能力、

タンカー需給および長距離輸送を勘案すると、その実現可能性は低い。 

米国商務省は、2026 年 1～5 月の日本向け米国産原油が 18.9 百万バレルに達し、アラスカ原油なら日本まで約 12 日

と報告した[29]。一方、米国湾岸の WTI Midland は日本の主要な中東産原油より軽質・低硫黄で、製品歩留まりが変わ

る。原油の性状によって、混合比率や運転条件、製品歩留まりの調整が必要となる[58]。さらに EIA は、米国の商業原

油在庫が 5 月に 25 百万バレル、6 月に 15 百万バレル、7 月に 4 百万バレル減ったと報告している[49]。米国は増産

国であると同時に、自国在庫を取り崩して輸出を増やしている。 

7.4 日本の石油備蓄による耐久期間 

以下の試算は、2026 年 6 月の製油所処理 10.35 百万 kl/月を維持し、国内生産 0.03 百万 kl/月、米国産原油 3.25 百

万 kl/月を確保できると仮定する。ここで「湾岸供給」とは、湾岸からの供給のうち、パイプラインによるホルムズ海峡の

迂回と、同海峡の通過による供給の合計を指す。後者にはピストン輸送と海峡外での積替えを含む。その他非中東原
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油と湾岸供給の量を変え、不足分を備蓄放出・在庫取崩しで補う。耐久月数は、6 月末の国家備蓄、民間備蓄および

産油国共同備蓄に含まれる原油保有量 42.39 百万 kl を月間不足量で割って求める[59]。 

 

図 25 湾岸供給の規模別にみた日本の原油供給（ストレス試算） 

パイプライン迂回と海峡通過の双方による湾岸供給が途絶え、米国産原油 3.25 百万 kl/月とその他非中東原油 0.54

百万 kl/月を 6 月水準で維持する場合、備蓄放出・在庫取崩しによって毎月 6.53 百万 kl を補う必要がある。なお 4 月

には『国家備蓄放出等』5.67 と民間原油在庫 0.64 を合わせて 6.31 百万 kl を供給した実績がある。ただし前者はその

他受入・統計差を含む残差で、全量を国家備蓄放出とは断定できない。 

表 17 日本の原油供給ストレス試算 

シナリオ 米国 
その他 

非中東 
湾岸供給 

迂回＋通過 
月間 

不足 

原油保有量を全量

使用 

単純計算 

湾岸供給なし 3.25 0.54 0.00 6.53 6.5 か月 

限定的な湾岸供給 3.25 0.75 2.00 4.32 9.8 か月 

湾岸供給・域外調達を拡大 3.25 1.50 3.25 2.32 18.3 か月 

注：単位は 100 万 kl/月。製油所処理 10.35、国内生産 0.03 を共通前提とする。湾岸供給はパイプライン迂回と海峡通過の合計であり、内訳の配分は仮定し

ない。拡大量は比較のための仮定で、予測ではない。耐久月数は 6 月末の原油保有量 42.39 百万 kl を全量利用する単純計算で、製品保有量 16.96 百万 kl

を含まない。6 月末が起点であり、9 月時点の残存期間ではない。油種、所在地、操業在庫および払出能力の制約により、実際の期間は短くなりうる。 
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図 26 日本の原油備蓄による供給不足の単純耐久月数 

6 月末の原油保有量 42.39 百万 kl を、すべて原油不足へ回せると仮定した数量上の上限は、湾岸供給なしで 6.5 か月、

限定的な湾岸供給で 9.8 か月、湾岸供給・域外調達を拡大するケースで 18.3 か月である。原油保有量の内訳は、国家

備蓄 29.73 百万 kl、民間備蓄 11.86 百万 kl、産油国共同備蓄 0.80 百万 kl である[59]。ただし、油種、所在地、保有主

体および払出能力が異なり、全量を即時に利用することはできない。 

7.5 備蓄放出から需給強化への移行 

備蓄は短期的な輸送途絶に対応するためのものであり、湾岸紛争が常態化した場合の恒久的な供給源ではない。製

油所処理量を 10％減らして 9.315 百万 kl/月とする単純試算では、原油保有量を全量利用できると仮定した耐久期間

の上限は、湾岸供給なしで 6.5 か月から 7.7 か月、限定的な湾岸供給で 9.8 か月から 12.9 か月、湾岸供給・域外調達

拡大で 18.3 か月から 33.0 か月へ延長される。ただし、実際には製品別需要、製油所運転および払出速度を同時に調

整しなければならない。 

政策上は、石油製品への補助金の減免などによる需要抑制策に加えて、①フジャイラ、オマーン、シディ・ケリル等の

海峡外積出し拠点からの長期調達を確保すること、②米国に加えてカナダ、ブラジル、ガイアナおよび西アフリカから調

達すること、③製油所の非中東原油混合能力を高めること、④原油備蓄と製品・ナフサ・LPG 在庫を一体的に管理する

こと、等を検討する必要がある。 

7.6 2022 年欧州ガス危機にみる需要調整の実例 

2022 年の欧州では、天然ガス価格の高騰と供給不安により、ガス需要が 13%減り、産業用ガス需要は約 23%減った。

IEA は、生産削減だけでなく、効率改善、燃料転換、輸入品への代替が需要減に寄与したと整理している。ガス集約産

業の生産減も平均約 8%に上った[60][61]。 

部門別には差が大きい。オランダでは大口ガス需要家の使用量が 27.6%、温室用ガスエンジンの使用量が 31.3%減り、

温室園芸の一部で休止・縮小が起きた[62]。EU の鉱物肥料使用量は 10.3%減り、EU 農業生産量は 3.1%減ったが、後

者には干ばつ等も含まれるため、すべてをエネルギー価格の効果とはみなさない[63][64]。EU 漁業では燃料価格が平

常時の約 3 倍まで上がり、出漁日数は 7.3%減った。欧州委員会は、一部の事業者が操業を見合わせたと報告している

[65]。 
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図 27 2022 年欧州ガス危機で観測された需要削減と生産調整 

表 18 2022 年欧州ガス危機の部門別調整と石油危機への示唆 

分野 2022 年に観測された変化 主な調整手段 石油危機への示唆 

ガス集約産業 
産業用ガス需要約▲23%、生産約

▲8% 
減産、効率改善、燃料転換、輸入代替 石化・肥料・金属等が先に調整 

オランダの温室園芸 温室用ガスエンジン▲31.3% 暖房縮小、作付け変更、一部休止 重油・軽油・LPG 高騰でも採算悪化しうる 

EU 農業 
肥料使用量▲10.3%、農業生産量

▲3.1% 
投入削減、作付け・飼養調整 軽油と肥料の同時高騰が収量・所得を圧迫 

EU 漁業 出漁日数▲7.3% 減速航行、休漁、航海回数削減 軽油不足・高騰が直ちに操業量へ波及 

注：対象・定義が異なるため、減少率を単純に横比較しない。農業生産には天候等の影響も含む。出所：[60]～[65]。 

2022 年の欧州ガス危機は、石油供給制約下で想定される調整を検討する際の参照事例となる。燃料転換、効率改善、

輸出削減および在庫取崩しに加えて、石油化学、肥料、金属、温室園芸、漁業等の、エネルギー費比率が高い部門で

生産調整が生じる可能性がある。政策的に維持されることも多い物流、農業および公共交通についても、影響が及ぶ。 

7.7 長期的な世界需給均衡に必要な需要削減量 

2026 年の実績は、供給不足が既に需要と在庫の両方を動かしていることを示す。IEA によれば、第 2 四半期の世界石

油需要は前年同期比 4.9 百万 b/d 減少し、2 月末から 7 月末までの世界在庫は 410 百万バレル、平均 2.7 百万 b/d

減少した。7 月の世界供給は 101.5 百万 b/d で、湾岸ではなお 8.3 百万 b/d が停止していた。製油所処理は前年同月

比で約 5 百万 b/d 少なく、海上石油製品貿易も 3.8 百万 b/d 減った[17]。これは、価格上昇による節約だけでなく、原

油・製品の不足によって実現需要そのものが押し下げられたことを示す。 

将来を考える際は、ホルムズ海峡の通航が制限されるだけなのか、湾岸の油田、処理施設、積出港、パイプラインまで

失われるのかを分けなければならない。以下では長期的な均衡を扱うため、備蓄・在庫の取崩しはゼロとする。対象と

なるホルムズ通過量を約 20 百万 b/d とし、危機前の需給が均衡していたと仮定する。湾岸供給の内訳を、パイプライ

ンによる追加迂回 4.5 百万 b/d と、海峡通過 6.0 百万 b/d（日量 600 万バレル）と仮定する。両者の合計 10.5 百万 b/d

に非湾岸増産 1.4 百万 b/d を加えると、必要な需要削減量は 20－4.5－6.0－1.4＝8.1 百万 b/d となる。追加迂回 4.5

は IEA 推計 3.5～5.5 の中間値であり、危機前からのパイプライン利用分を含まない。図 28 はこの場合を示す。対象原
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油の生産・搬出設備も停止し、迂回と通過の双方による供給がゼロとなれば、必要な需要削減は 18.6 百万 b/d となる

[9][17]。 

 

図 28 長期化時：日量 2,000 万バレルの供給障害を補う要因と残る需要削減 

注・出所は図中に記載。需要削減量は、危機前の需給均衡、対象となる供給量 20 百万 b/d、上段の海峡通過 6.0 百万 b/d、在庫取崩しゼロを仮定したストレ

ス試算であり、予測値ではない。危機前に供給超過があれば、その分だけ必要な需要削減量は小さくなる。 

海峡通過が 6.0 百万 b/d 維持される場合の需要削減量 8.1 百万 b/d は、危機がなければ見込まれた世界需要 106.1

百万 b/d の約 7.6％に相当する。対象原油の生産・搬出設備も停止する場合の 18.6 百万 b/d は約 18％となる。通過

後の積替えは同じ原油の輸送工程であり、別の追加供給として重複計上しない。 

7.8 国別の脆弱性 

国別の需要削減量は、国内生産、原油・製品の輸入依存度、輸入元、原油品質と製油所構成、タンカー・保険、外貨調

達力、配給能力によって決まる。これらを共通の算式に入れるために必要な国別データは、現時点では十分に揃って

いない。このため、以下では確認できる供給制約、短期の緩衝手段、初期に調整される可能性がある部門を比較する。 

表 19 主要国・地域の石油供給脆弱性に関する観測指標 

国・地域 
平時需要 

百万 b/d 
確認できる供給制約・観測事実 短期の緩衝手段 

初期に調整される可能性がある部

門 

中国 16.37 
備蓄・在庫の内訳と残高は非公表。2026 年

には輸入と製油所処理がともに急減 
国内原油生産、原油在庫、製品

輸出削減、石炭・電力への代替 
製油所処理、石化、製品輸出 

インド 5.60 
原油輸入依存度が高く、湾岸原油への依

存も大きい 
国内精製能力、輸入先の分散、

製品輸出削減 
石化、航空、自家用車 

韓国・台湾 3.39 
原油をほぼ輸入に依存し、石化・輸出製造

業の比重が高い 
備蓄、外貨調達力、製品輸出削

減 
石化、製品輸出、製造業 

タイ 1.37 
石油・ガス利用額は GDP の 10%超、純輸入

は GDP 比約 8%[66] 
国内製油所、域内の製品貿易、

配給 
道路輸送、航空、石化 

インドネシア 1.63 
産油国だが石油純輸入国であり、国内価格

補助の財政負担が大きい 
国内原油生産、石炭・バイオ燃

料、配給 
自家用車、産業用燃料 

パキスタン 0.48 石油需要の 80～90%を輸入に依存[67] 
配給、農業・貨物向けの優先供

給 
自家用車、一般産業 
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国・地域 
平時需要 

百万 b/d 
確認できる供給制約・観測事実 短期の緩衝手段 

初期に調整される可能性がある部

門 

フィリピン 0.47 
製品在庫は平均約 50 日。輸出国の自国優

先に左右される[68] 
製品在庫、政府による配給・価

格措置 
自家用車、航空、発電 

バングラデシュ 0.29 
3 月時点で軽油約 14 日、ガソリン約 15

日。その後、給油制限を実施[69] 
給油制限、重要部門への優先

配分 
自家用車、工場、発電 

注：平時需要は EIA の 2024 年石油・その他液体燃料消費で、韓国・台湾は合計[70]。短期の緩衝手段には、やがて枯渇する備蓄・在庫を含む。各指標を合

成した脆弱性順位や国別需要削減率は示していない。 

平時需要の絶対量では中国が大きい。中国は国内原油生産、原油在庫、石炭由来化学品、行政的な製油所稼働調整

を使えるため、生活必需用途より先に製油所処理、石化、製品輸出を削減できる。インドも国内精製能力を持ち、農業・

貨物向け軽油と家庭用 LPG を優先しながら、航空、自家用車、石化・産業用途を抑える可能性がある。韓国と台湾は

輸入依存度が高い一方、備蓄と外貨調達力を持つため、初期の負担は石化と製品輸出、製造業になると考えられる。 

物量制約が早く表面化するおそれがあるのは、在庫と外貨の制約が厳しい南アジア諸国である。ただし、そのことから

具体的な需要削減率を推計することはできない。パキスタン政府は石油需要の 80～90%を輸入で賄うと説明している

[67]。バングラデシュは 3 月時点で軽油 14 日分、ガソリン 15 日分程度しかなく、その後、給油制限を実施した[69]。フ

ィリピンは平均約 50 日分の製品在庫を確保していたが、政府自身がホルムズの状況と輸出国の自国優先に左右され

ると説明している[68]。タイでは石油・ガス利用額が GDP の 10%を超え、純輸入も GDP 比約 8%に達するため、価格と

物量の両面から影響が大きい[66]。 

IEA、IMF および世界銀行は、低所得の純輸入国ほど燃料価格、肥料価格、食料安全保障および雇用への影響が大き

いと指摘している[71]。したがって、世界需要の減少は、脆弱国の生産と生活水準が供給制約によって引き下げられた

結果となり得る。 

日本には米国産原油やアジアの石油製品を追加調達する余地が残るものの、それは世界的な供給不足の下で他国と

競合する調達である。したがって、日本の備蓄耐久力と世界的な需要削減は、一体的に検討する必要がある。 
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8. 結論 

ホルムズ危機では世界の石油需給が著しく逼迫することが懸念されたが、現時点では、懸念された規模の供給途絶は

回避されてきた。ホルムズ海峡を迂回するパイプライン、中国など主要国の備蓄・在庫を背景とした調整と世界規模で

の取崩し、ペルシャ湾から海峡外へ運んで積み替えるピストン輸送が、供給の維持に寄与した。 

中国の原油輸入減は国際市場の逼迫を緩和したが、それが石油製品の在庫調整や需要減をどのように伴っていたか、

その内容については、公開データになっておらず、詳しくは分からなかった。 

日本では、原油輸入の急減を、備蓄放出等と民間在庫の取崩しで補い、製品輸出の削減によって国内向け供給を確

保した。米国産原油などへの調達先の転換も進み、石油製品の供給途絶はこれまで回避されてきた。 

石油化学部門でも、生産者在庫の取崩しと輸出削減が国内向け出荷を補った。PS と PVC は国内出荷を維持・増加さ

せた一方、VCM や SM などでは減少が生じた。供給の維持は一様ではなく、品目別の在庫、貿易、国内出荷を確認す

る必要がある。 

今後は、世界と日本の備蓄・在庫を無期限に取り崩せないことが制約となる。輸出削減による国内向け供給の確保に

も限界がある。その中で中東の通航や生産・搬出設備が再び損なわれれば、これまでと同じ補完を続けることは難しく

なり、数か月程度の期間にも原油・石油製品の不足が顕在化しうる。 

日本の 6 月の需給を基準とし、非中東調達を維持する一方で湾岸からの受入れがゼロになる場合、不足は月 6.53 百

万 kl となる。6 月末の原油備蓄 42.39 百万 kl を全量利用できると仮定した単純耐久期間は 6.5 か月である。なおこれ

は 6 月末を起点とする数量上限であり、9 月からの残存期間ではない。 
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